
大口町告示第１０６号 

 

 大口町行政区交付金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように定める。 

 

  平成２７年１２月２５日 

 

大 口 町 長  鈴 木 雅 博   



   大口町行政区交付金交付要綱の一部を改正する要綱 

 

 大口町行政区交付金交付要綱（平成２４年大口町告示第８３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１条中「、地域コミュニティの活性化や特色ある街づくりの推進を目的として」

を削り、「及び自治推進事業」を「、地域の活性化を目的として行う事業及び大口

町学習等共同利用施設等の設置及び管理に関する条例（昭和５４年大口町条例第２

３号）第３条に規定する拠点施設（以下「拠点施設」という。）で行う事業」に改

める。 

 第２条を次のように改める。 

 （交付金の対象及び額） 

第２条 交付金の対象は、次の区分によるものとし、その内容及び交付金の額は、

別表第１のとおりとする。 

 (1) 必須業務 

  ア 依頼業務 町から行政区へ依頼する業務 

  イ 拠点施設管理業務 拠点施設の日常管理に必要な業務 

 (2) 選択事業 

  ア 拠点施設常時開放事業 拠点施設を地域の拠点として活用し、常時開放を

目指して行う事業 

  イ 交流ふれあい事業 行政区内の住民の多くが参加でき、交流や啓発を目的

に行う事業 

  ウ 活動支援事業 行政区内で地域のために活動する団体を支援する事業 

  エ 高齢者ふれあいのつどい事業 高齢者の長寿を祝い、高齢者の交流を目的

として行う事業 

２ 交付金の対象にならないものは、別表第２のとおりとする。 

 第３条を削り、第４条の見出しを「（交付金の申請）」に改め、同条中「行政区

交付金当初交付額申請書」を「行政区交付金交付申請書」に、「「当初交付申請書」」

を「「申請書」」に改め、同条を第３条とする。 
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 第５条の見出しを「（交付金の決定通知）」に改め、同条中「当初交付申請書」

を「申請書」に、「行政区交付金当初交付額決定通知書」を「行政区交付金決定通

知書」に、「「当初決定通知書」」を「「決定通知書」」に改め、同条を第４条と

する。 

 第６条の見出しを「（交付金の請求）」に改め、同条中「当初決定通知書」を「決

定通知書」に、「行政区交付金当初交付額請求書」を「行政区交付金請求書」に改

め、同条を第５条とする。 

 第７条の見出しを「（実績報告書の提出）」に改め、同条中「事業が終了したと

きは、当該年度の３月１日から２０日まで」を「必須業務（依頼業務を除く。）及

び選択事業の全てが完了したときは、完了の日から起算して３０日を経過した日又

は翌年度の４月５日のいずれか早い期日まで」に、「行政区交付金実績交付額申請

書」を「行政区交付金実績報告書」に、「「実績交付申請書」」を「「実績報告書」」

に改め、同条を第６条とする。 

 第８条の見出しを「（交付金の確定通知）」に改め、同条中「実績交付申請書」

を「実績報告書」に、「行政区交付金実績交付学決定通知書」を「行政区交付金確

定通知書」に、「「実績決定通知書」」を「「確定通知書」」に改め、同条を第７

条とする。 

 第９条の見出しを「（交付金の清算）」に改め、同条中「実績決定通知書」を「確

定通知書」に、「行政区交付金実績交付額請求書」を「行政区交付金精算書」に、

「交付金の交付を受ける」を「速やかに精算」に改め、同条を第８条とする。 

 第１０条中「区長が」を「区長に」に改め、同条を第９条とし、同条の次に次の

１条を加える。 

 （見直し） 

第１０条 町長は、この要綱の内容が常に社会や大口町の状況にあったものになる

よう毎年検討し、必要に応じて見直しを行うものとする。 

 別表を次のように改める。 
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別表第１（第２条関係） 

   交付金の対象及び額 

区分 項 目 内 容 算定基準 

必 

須 

業 

務 

依頼業務 

広報広聴協力業務 
世帯割 毎年１月１日現在におい

て、会社、工場の寮などを除いた住

民基本台帳法に規定する住民基本

台帳（以下「住民基本台帳」とい

う。）に記録されている行政区の世

帯数（以下「世帯数」という。）に

1,350 円を乗じて得た額 

均等割 一律 100,000 円 

資源ごみ分別収集協力業務 

区管理備品点検業務 

拠点施設管理業務 

日常管理（消耗品購入等） １施設 50,000 円（精算なし） 

簡易な修繕 １施設 100,000 円（精算あり） 

選 
 

択 
 

事 
 

業 

拠点施設常時開放

事業 
拠点施設の管理人設置等 

上限 657,000 円 

（精算あり） 

交流ふれあい事業 

行政区内の住民の多くが参

加でき、交流や啓発を目的

に行う事業 

１事業上限 30,000 円 

１行政区３事業まで 

 ※ただし、世帯数が 1,000 世帯を

超える行政区については１事業

上限 50,000 円とする。 

活動支援事業 

活動団体支援 

地域で公益的な活動をす

る団体（町から他の補助

金を受けている団体を除

く。）への支援 

１団体 3,000 円 

団体数制限なし 

拠点施設活用支援 

地域で活動をする団体が

拠点施設で行う事業への

支援 

１事業 3,000 円 

事業数制限なし 

 ※ただし、拠点施設常時開放事業

を行っている場合に限る。 

高齢者ふれあいの

つどい事業 

高齢者の長寿を祝い、高齢

者の交流を目的として行う

事業 

限度額 毎年４月１日現在におい

て、住民基本台帳に記録されてい

る行政区の住民で、当該年度中に

７５歳以上になる者の数に 1,000

円を乗じた額 
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別表第２（第２条関係） 

   対象外経費 

費 目 内    容 

財産取得費等 土地、建物、設備などの取得又は整備に要する経費 

人件費 賃金、その他労務の対価として支払う経費 

食糧費 
飲食代等 

ただし、業務や事業に係る材料費、必要に応じた軽食等は除く。 

備品購入費 ３万円以上の備品の購入 

その他 

宗教、神事に係る費用 

表彰に係る賞状、賞金、賞品などの費用 

他から補助を受けている事業 
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 様式第１から様式第６を次のように改める。 

様式第１（第３条関係） 

年  月  日 

 

 大口町長        様 

 

区長            

 

行政区交付金交付申請書 

大口町行政区交付金交付要綱第３条の規定により、下記のとおり交付金の交付を

申請します。 

記 

１ 交付申請額    金          円 
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２ 別添内訳 

区分 項目（内容） 事業計画（内容） 申請額 

必 

須 

業 

務 

依頼業務 
世帯割 1,350 円×  世帯 

均等割 100,000 円 
         円 

拠点施設管理業務 
１施設 50,000 円×   施設 

１施設 100,000 円×   施設 

円 

円 

小    計 （Ａ） 円 

選 
 

択 
 

事 
 

業 

拠点施設常時開放事業 

（内訳） 

円 

交流ふれあい事業 

（事業名、参加対象者等） 

① 
円 

② 円 

③ 円 

活動支援事業 

・活動団体支援 

 

 

・拠点施設活用支援 

 

 

（内容） 

3,000 円 ×    団体 

 

 

3,000 円 ×    事業 

 

円 

 

 

 

円 

高齢者ふれあいのつどい事

業 

（事業内容・実施予定月等） 

 

 

 

 1,000 円 ×    人 

 

円 

小    計（Ｂ） 円 

合   計 （Ａ）＋（Ｂ） 円 
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様式第２（第４条関係) 

第     号 

年  月  日 

 

          様 

 

大口町長        □印  

 

行政区交付金決定通知書 

大口町行政区交付金交付要綱第４条の規定により、次のとおり交付金の交付を

決定しましたので通知します。 

                   記 

交付決定額    金           円 
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様式第３（第５条関係） 

行政区交付金交付請求書 

年  月  日 

 

大口町長       様 

 

区長            

 

     年  月  日付け  第  号で交付決定を受けた交付金について、

下記のとおり請求します。 

                   記 

１ 請求金額   金        円 

２ 振込先 

金融機関名 

          銀  行 

          信用金庫        店 

          農  協 

預金種類 普通・当座 口座番号  

口座名義人  
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様式第４（第６条関係) 

年  月  日 

 

大口町長         様 

 

区長            

 

行政区交付金実績報告書 

大口町行政区交付金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて報告書を提

出します。 

 

                  記 

１ 実績額   金           円 

２ 関係書類 

 ・拠点施設の施設管理業務の簡易な修繕の内容（見積書、領収書） 

 ・拠点施設常時開放事業の内容（管理人の勤務日報等） 

 ・交流ふれあい事業の内容（収支決算書、チラシ、写真等） 

 ・活動支援事業の内容（チラシ、写真等） 

 ・高齢者ふれあいのつどい事業（収支決算書、実施内容がわかる書類） 

 ・行政区収支決算書（総会資料可） 

 ・その他必要書類 
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３ 内訳 

区分 内容 交付決定額 精算額 

必 
 
 

須 

依頼業務 

世帯割 1,350 円×   世帯 

均等割 100,000 円    

円 円 

拠点施設の施設管理業務 

・日常管理（消耗品購入等） 

 

 

 

 

 

・簡易な修繕 

（修繕内容） 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

円 

 

円 

 

 

 

 

 

円 

小    計 （Ａ）         円 円 

選 
 
 

択 

拠点施設常時開放事業 

（内訳） 

円 円 

交流ふれあい事業 

 

① 円 円 

② 円 円 

③ 円 円 
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活動支援事業 

・活動団体支援 

団体及び事業名 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

  

  

 

 

3,000 円 ×   団体 

 

 

 

          円 

 

 

 

 

3,000 円 ×   団体 

 

 

 

円 

・拠点施設活用支援 

事業名 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

 ・ 

  

  

 

3,000 円 ×   事業 

 

 

 

          

円 

 

3,000 円 ×   事業 

 

 

 

           

円 

高齢者ふれあいのつどい事業 

・実施年月日 

 

 

・場所 

 

 

・当日参加者      人 

 (うち７５歳以上   人) 

            

 

 

・内容  

 

 

 

円 円 

小    計（Ｂ） 円 

合   計 （Ａ）＋（Ｂ） 円 
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様式第５（第７条関係) 

第     号 

年  月  日 

 

          様 

 

大口町長        □印  

 

行政区交付金確定通知書 

 

     年  月  日付け  第   号で報告がありました交付金事業につ

いて、下記のとおり交付金の額を確定しましたので、大口町行政区交付金交付要綱

第７条の規定により通知します。 

                   記 

交付確定額   金           円 
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様式第６（第８条関係) 

行政区交付金精算書 

 

年  月  日 

 

大口町長        様 

 

区長             

 

     年  月  日付け  第   号で行政区交付金の確定通知を受けま

したが、大口町行政区交付金交付要綱第８条の規定により、下記のとおり精算しま

す。 

                   記 

交付決定額 金           円 

交付確定額 金           円 

精算額 金           円 
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 様式第７中「第１０条」を「第９条」に改める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
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